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第１章 未来を拓く次世代が育まれるまち 

 

 

 

 

目指す姿 

 

・ライフステージに応じた切れ目のない支援により、結婚や妊娠、出産の希望をかなえられる地

域社会になっています。 

 

 

現状と課題 

 

・本市の合計特殊出生率は平成27（2015）年で1.68と県内でも上位にあり、比較的出産や子育

てがしやすい環境にあるといえます。一方で、出産・子育て世代の人口減少が続いていること

に加えて、未婚化や晩婚化の進行など複合的な要因により15歳未満の年少人口は大きく減少し

ています。都市としての持続性を確保するために出生数の水準を向上させていくことが重要な

課題となっています。 

・全国的に未婚率は上昇傾向にあり、本市においても同様の傾向にあります。一方で、出生動向

基本調査では、多くの方がいずれは結婚をしたいと考えていますが、適当な相手にめぐり合わ

ないために独身でいることが明らかになっています。このため、結婚を希望する独身の方に出

会いの機会を提供していくことが必要です。 

・核家族化の進行や第１子の出産年齢の上昇などに伴い、妊娠や出産などに不安を抱える妊産婦

が増加しています。このため、適切な情報発信や相談に応じる支援体制を確保していく必要が

あります。 

・本市では、妊娠届出者の約15％に不妊治療の経験があり、希望しながら出産に至らない層が一

定数存在しています。このため、不妊症や不育症に悩む方に対して、精神的・経済的な側面か

ら支援していくことが必要です。また、妊娠・出産などは個人の意思が尊重されることを基本

として、妊娠・出産に適齢期があることなどの正しい医学的知識を踏まえた上で、それぞれが

希望する人生設計を行えるよう、啓発などを行っていく必要があります。 

 

 

まちづくり指標（政策指標） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 政策１ 結婚・妊娠・出産の希望の実現を支援する 

・合計特殊出生率 

平成 30 年度 

●● 

平成 36 年度 

●● 

平成 30 年度 

●●人 

平成 36 年度 

●●人 

・出生者数（15～45 歳女性人口当たり） 
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施策の展開 

 

 

施策 展開方針 主な取組・事業 

01 男女の出会いの

機会を創出します 

 

 

 

 

◆結婚を希望する独身男女に対して、結婚活動の支援

や出会いの機会づくりを行います。 

◆関係機関と連携して結婚に関する情報提供を行うと

ともに、結婚支援を行う地域・団体の活動を促進し

ます。 

・出会いイベント等の開催 

・ひょうご出会いサポート

センターとの連携 

・民間企業等による出会い

イベント等の開催支援 

02 妊娠と出産を支

援します 

◆子育て応援ステーションで相談や情報提供、保健指

導等を行い、妊娠期から総合的で継続的な支援を行

います。 

◆早期からの継続的な妊婦健康診査受診の推進と出産

に係る経済的な負担を軽減するため、妊婦健康診査

費用の助成などを行います。 

◆産後うつや育児不安に対応するため、妊産婦へ精神

的支援を行います。 

◆不妊等の相談窓口を周知するとともに、特定不妊治

療等の費用助成を行います。 

・妊婦健康診査費の助成 

・特定不妊治療費助成事業 

・子育て応援ステーション

の運営 

・新生児聴覚検査費助成事

業 

03 家庭を持つ大切

さを伝えます 

◆小中学校と連携し、妊娠、出産等の教育を行い、命

の尊厳への気付きを促進します。 

◆正しい知識を持った上で理想とする人生設計を行え

るよう、思春期の生徒などを対象に、家族を持つこ

との意義や不妊に関する医学的知識の普及などを促

進します。 

・児童と乳幼児のふれあい

交流事業 

・繋がる命の事業 

・三世代パパ育て事業 

 

 

市民に期待される役割 

 

・妊婦健康診査を早期から継続的に受診し、健康管理を行います。 

・妊娠や出産などに対する正しい知識を身につけます。 

・身近な人や地域の人が出産を控えた妊婦を温かく見守り、その生活を支えます。 

 

 

関係する計画 

 

・子ども・子育て支援事業計画
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第１章 未来を拓く次世代が育まれるまち 

 

 

 

 

目指す姿 

 

・地域の中で安心して子どもを育てる環境が整い、子育て家庭が大きな不安や負担を感じること

なく、子育ての喜びを感じることができ、子どもが健やかに育っています。 

 

 

現状と課題 

 

・核家族化の進行や地域コミュニティの希薄化などによって、子育て家庭が孤立し、子育てへの

不安感が高まるケースが見受けられます。また、ライフスタイルの多様化や第１子の出産年齢

の上昇などに伴い、仕事と育児の両立などに対する心理的・身体的な負担感も高くなっていま

す。 

・このため、妊娠期から出産・子育て期まで、切れ目のない支援体制を確立していくことが必要

です。また、子どもや保護者の居場所を創出し、保護者同士や地域とのつながりを育むととも

に、市民、事業者、行政などが連携し、多様な主体が子育てを支えていく地域社会を築いてい

くことにより、子どもが健やかに成長し、保護者が子どもを育てる喜びを実感できる環境をつ

くっていく必要があります。 

・国の調査においては、理想の子どもの数と実際に予定する子どもの数には約0.3人の差異があ

り、その理由として「子育てや教育にお金がかかりすぎる」が最も多くなっています。本市に

おいても、平成27（2015）年に実施したアンケート調査でほぼ同様の状況にあり、出生数の

水準向上に向けて、市政全体の財政需要を踏まえながら、子育てに係る経済的な負担を軽減し

ていく必要があります。 

 

 

 

まちづくり指標（政策指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 政策２ 子育てにやさしい環境をつくる 

・子どもたちが健やかに育っていると感じ

る市民の割合 

平成 30 年度 

●●％ 

平成 36 年度 

●●％ 

平成 30 年度 

●●％ 

平成 36 年度 

●●％ 

・この地域で子育てをしたいと思う保護者

の割合 
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施策の展開 

 

施策 展開方針 主な取組・事業 

01 子どもの健やか

な成長を支援しま

す 

 

 

 

 

◆乳幼児健康診査等で疾病予防と成長発達の促進を支

援するとともに、疾病等の早期発見や相談・支援を

行います。 

◆教育機関等と連携し、生活習慣に関する啓発・指導

や食育の推進などを行い、家庭における基本的な生

活習慣の定着を支援します。 

◆子どもや親子の魅力的な居場所を確保するととも

に、様々なイベントや事業を通じて子どもの健やか

な成長を支援します。 

・こども条例（仮）の制定 

・新生児訪問及びこんにち

は赤ちゃん訪問事業 

・子育て応援ステーション

の運営（再掲） 

・予防接種の実施・支援 

・生活習慣及び食育に関す

る学校教育の推進 

・こどもプラザ事業の実施 

02 発達に支援が必

要な子どもをサポ

ートします 

◆関係機関などと密接に連携しながら、支援の必要な

子どもの早期発見に努め、適切かつ効果的な支援に

つなげます。 

◆支援が必要な子どもについてサポートファイルの作

成を促し、関係機関による一貫した支援を促進しま

す。 

・巡回相談の実施 

・療育教室・発達相談の実

施 

・（仮称）発達サポートセ

ンターの設置 

03 孤立しない子育

て環境をつくりま

す 

◆妊娠期から子育て期まで切れ目なく支援する相談体

制を確立し、不安等を抱えた子育て家庭を支援しま

す。 

◆未就学児の親子に対する教室等を実施し、子育て中

の保護者のつながりを深めるとともに、保護者自身

の子育て力の向上を図ります。 

◆保護者や地域住民等に子育てに係る学びや活動の場

を提供し、地域全体での子育てを推進します。 

・地域子育て事業 

・子育て支援ボランティア

等の活動支援 

・育児支援事業の実施 

・子育てコンシェルジュに

よる情報提供・利用支援 

・子育て支援ガイドブック

の作成 

04 子育ての経済的

な負担を軽減しま

す 

◆各種手当の支給や医療費の助成などを行い、子育て

家庭の経済的な支援を行います。 

◆国・県の施策との調整を図りながら、保育料の無償

化・軽減を図るとともに、多子世帯の保育料の軽減

などにも取り組みます。 

・児童手当等の支給 

・乳幼児等・こども医療費

の助成 

・認可外保育施設の保育料

の軽減 

市民に期待される役割 

 

・保護者は、基本的な生活習慣や社会規範の定着を進めるとともに、健康診査の受診や予防接種

などの健康管理を行い、責任と愛情を持って子育てをします。 

・地域での子どもの見守りや、子育てボランティアなどの子育て支援に加わります。 

関係する計画 

 

・子ども・子育て支援事業計画、健康増進計画  
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第１章 未来を拓く次世代が育まれるまち 

 

 

 

 

目指す姿 

 

・子どもの最善の利益が尊重される温かい地域社会の中で、すべての子どもたちが健やかに成長

しています。 

 

 

現状と課題 

 

・子育て家庭を取り巻く環境が変化し、子育てに対する不安感や負担感が高まっており、本市に

おいても家庭児童相談件数など増加傾向にあります。このような中、児童福祉法が改正され、

児童虐待発生時の初期対応等を行うことが求められており、専門職の配置等の支援体制の構築

が必要となっています。 

・子どもの心と身体に深刻な被害をもたらすいじめ問題は、深刻化・複雑化しており、本市にお

いても、いじめの発生や不登校児童・生徒の増加など、青少年を取り巻く環境は厳しいものが

あります。このため、些細なことでも相談できる家庭環境を築くとともに、学校や教育委員会

をはじめとする行政や家庭、地域、専門機関などが緊密に連携し合って、総合的で効果的ない

じめ防止対策に取り組むことが必要です。 

・兵庫県においては、子どもが関係する交通事故は減少傾向にあり、少年非行も減少傾向にあり

ますが、スマートフォンの急速な普及など、青少年を取り巻く環境は大きく変化しています。

本市では、地域での見守り活動により比較的安全・安心な環境が守られている状況にあります

が、見守り活動の担い手不足の問題などに対応し、社会環境の変化にも柔軟に対処しながら、

地域で子どもたちを守り育てる取組を継続して進めていく必要があります。 

 

 

 

まちづくり指標（政策指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 政策３ 子どもを守る仕組みをつくる 

・子どもの交通事故死者数 

平成 30 年度 

●●人 

平成 36 年度 

●●人 

平成 30 年度 

●●％ 

平成 36 年度 

●●％ 

・不登校児童・生徒の在籍比率 
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施策の展開 

 

 

施策 展開方針 主な取組・事業 

01 虐待を未然に防

止します 

 

 

 

 

◆妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を通じ

て、児童虐待や経済困窮のリスクのある家庭を早期

に発見するとともに、関係機関と連携し、積極的な

支援と適切な保護を行います。 

◆児童等の総合的な支援を一体的に担う子ども家庭総

合支援拠点の整備を検討します。 

◆料理教室や学習支援を行い、支援が必要な家庭の子

どもの自立を支援します。 

・家庭児童相談員による相

談支援 

・要保護児童対策地域協議

会による連携の強化 

・子ども家庭総合支援拠点

の整備検討 

・子どもの自立支援事業 

02 いじめ対策を進

めます 

◆いじめ防止基本方針に基づき、いじめの未然防止、

早期発見、早期対応を進めるとともに、保護者等に

対していじめの実態や指導方針等の情報提供を行い

ます。 

◆児童生徒を取り巻くいじめを中心とした様々な問題

の解決と心のケアを図るため、スクールカウンセラ

ー等による相談体制を強化します。 

◆不登校児童生徒の学校への復帰に向けた学習指導を

行う適応指導教室を運営します。 

・いじめ問題等対策委員会

の設置・運営 

・人権教育、道徳教育等の

推進 

・教職員、保護者等研修会

の実施 

・適応教室「はればれ教

室」の実施 

03 犯罪や事故から

守ります 

◆犯罪や交通事故、災害などから子どもを守るため、

関係機関と連携した啓発・訓練、交通安全指導を行

うとともに、地域における登下校時等の見守り体制

を充実します。 

◆青少年の非行を未然に防ぎ、健全な育成を図るた

め、地域や関係機関と連携し、巡回活動や啓発活動

を行います。 

◆インターネット等の安全・安心な利用を促進するた

め、青少年のICT機器の適正な利用を指導・啓発し

ます。 

・地域での見守り体制の充

実 

・西脇ハーティネス・メン

バーズ運動の推進 

・防犯・交通安全・防災教

育の実施 

・ICT機器の適正利用の推進 

市民に期待される役割 

 

・些細なことでも話せる明るい家庭環境を築くとともに、子育てに不安や悩みがあるときは、ひ

とりで抱え込まず、関係機関などに相談します。 

・「地域の子どもは地域で守り育てる」という意識を高め、地域の子どもたちに関心を持ち、声

掛けや見守り活動、あいさつ運動などに取り組みます。 

・虐待やいじめが疑われるときは、関係機関に連絡します。 

関係する計画 

 

・子ども・子育て支援事業計画、教育振興基本計画、交通安全計画、いじめ防止基本方針  
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第１章 未来を拓く次世代が育まれるまち 

 

 

 

 

目指す姿 

 

・様々な利用者ニーズに則した就学前教育や保育が受けられ、子どもたちに健やかな心や身体が

育まれています。 

 

 

現状と課題 

 

・乳幼児期は、保護者との信頼関係や、他の大人や子ども同士の関わりの中で自尊感情と社会性

が育まれ、自我の芽生えが始まる時期であり、人格形成の基礎を培う重要な時期です。近年、

少子化の進行によって、地域の子どもの数が減少する中にあって、子どもの健やかな育ちに必

要となる同年齢での集団生活や異年齢の幼児と主体的に関わる機会の確保が期待されています。 

・本市では、平成29（2017）年度までに市内全ての私立認可保育所が認定こども園に移行完了

するとともに、市内８園の公立幼稚園を廃止し、新たにしばざくら幼稚園を開設しました。幼

稚園教育の良さを認定こども園に引き継ぐとともに、３歳から５歳にわたって認定こども園等

でそれぞれ特色ある幼児教育が実施されることで、生きる力や小学校以降の学びの基盤を培っ

ていくことが必要です。 

・ライフスタイルや就業形態の多様化を踏まえて、延長保育や休日保育など多様な保育需要に対

応していくとともに、少子化に伴う園児の減少や保育料無償化による需要の変動などに合わせ

た保育体制を構築していく必要があります。また、放課後に家庭で保育できない方も増えてい

ることから、学校と家庭のつなぎの役割を果たし、異なる年齢の子どもたちが交流し、育ち合

う放課後の居場所を確保することも必要です。 

 

 

まちづくり指標（政策指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 政策 4 就学前教育と保育サービスを充実する 

・小学校就学前の教育・保育環境が整って

いると思う市民の割合 

平成 30 年度 

●●％ 

平成 36 年度 

●●％ 

平成 30 年度 

●●人 

平成 36 年度 

●●人 

・待機児童数（認定こども園） 
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施策の展開 

 

 

施策 展開方針 主な取組・事業 

01 就学前教育・保

育を充実します 

 

 

 

 

◆就学前教育・保育カリキュラムに基づき、各園の特

徴を生かしながら、一人ひとりの子どもを大切にし

た質の高い就学前教育・保育を推進し、生きる力の

基礎を育みます。 

◆幼児期から学童期へ子どもの連続的な育ちや学びの

ため、小学校などの関係機関と連携し、円滑な移行

を進めます。 

◆合同研修会の開催等により、就学前教育・保育の実

践・研究の成果を共有し、保育士等の資質向上を支

援します。 

・しばざくら幼稚園の運営

及び閉園 

・幼児教育センターによる

研修事業等の実施 

・就学前教育推進事業（幼

保交流研修、キャリアア

ップ研修など）の実施 

・小学校との交流事業の実

施 

02 就学前教育・保

育施設の運営を支

援します 

◆延長保育や病児保育、障害児保育など、多様な保育

ニーズに対応する保育サービスの提供を支援しま

す。 

◆保育士等の処遇改善や人材確保に向けた取組を支援

します。 

◆定期的な確認監査を実施し、適正な運営を支援しま

す。 

・認定こども園の運営支援 

・特別保育の実施支援 

・施設整備等に係る支援 

・児童健康診断の支援 

・特定認可外保育施設の運

営支援 

03 放課後の居場所

をつくります 

◆仕事と子育ての両立と子どもの健全な育成を図るた

め、放課後の居場所となる放課後児童クラブ活動の

実施や地域と連携した体験的学習を推進します。 

・放課後児童クラブ活動の

実施 

・放課後子ども教室の開催 

 

 

市民に期待される役割 

 

・保護者は、基本的な生活習慣や社会規範の定着を進めるとともに、幼稚園PTA活動や認定こど

も園保護者会活動などに積極的に参加します。 

・放課後児童クラブの運営や地域での体験活動など、子どもたちの放課後の活動や地域での見守

りに協力します。 

 

関係する計画 

 

・子ども・子育て支援事業計画、教育振興基本計画  
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第１章 未来を拓く次世代が育まれるまち 

 

 

 

 

目指す姿 

 

・子どもたちが意欲的に学習に取り組む中で確かな学力と健やかな身体が育まれ、多様な人々と

協働しながら主体的に未来を切り拓く力が培われています。 

 

 

現状と課題 

 

・技術革新やグローバル化が急速に進展し大きく社会が変化する状況において、国は平成30

（2018）年に第３期教育振興基本計画を策定しました。本計画では、複雑で予測困難な社会に

おいて、従来から取り組んできた「生きる力」や「知・徳・体」の育成に加えて、自ら未来を

切り拓いていくための力を培うことが重要であり、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」

の育成などが必要であるとしています。 

・本市においては、平成32（2020）年度から実施される新学習指導要領の下、個々の児童生徒

の発達の段階や特性などを踏まえながら、主体的・対話的で深い学びを通じて知識及び技能が

習得されるとともに、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現力

等を育成し、主体的に学習に取り組む態度を養っていくことが求められます。 

・また、児童生徒の多様な体験活動の機会を設け、他者と協働して何かを成し遂げることで豊か

な情操や自己肯定感などを育み、豊かな心を育成していくとともに、様々な活動の源となる体

力についても向上を図っていく必要があります。さらに、社会環境の変化に対応するため、英

語教育やICTの積極的な活用を推進していくことも重要です。 

・我が国の教職員は、教科の指導や生徒指導、部活動などを一体的に行っており、その教育方法

は国際的にも評価が高くなっていますが、負担も大きいことが指摘されています。学校現場に

おける業務の最適化を進めるとともに、研修等を通じて教職員の資質向上を図ることで、新学

習指導要領に対応していく必要があります。 

 

 

まちづくり指標（政策指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 政策５ 学校教育を充実する 

・学校に行くのは楽しいと感じている児童・

生徒の割合 
平成 36 年度 

●●％ 

平成 30 年度 

●●％ 
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施策の展開 

 

施策 展開方針 主な取組・事業 

01 学力を向上しま

す 

 

 

 

 

◆少人数指導等により基礎的・基本的な知識及び技能

を習得させるとともに、その活用を通じて思考力、

判断力、表現力等を育みます。 

◆個々の学力状況を把握分析するとともに、補充学習

の実施などにより主体的に学習に取り組む態度を養

います。 

◆ALTの配置やICT機器の活用、レントン市との国際

交流などにより、英語コミュニケーション能力等の

向上を図ります。 

・にしわき学力向上事業 

・放課後学習支援事業 

・ALTを活用した英語教育

の充実 

・中学校区連携教育の推進 

・小中・中高連携の推進 

02 豊かな心と健や

かな体を育みます 

◆保健指導や運動部活動などを通じて、健康づくりの

大切さや運動することの楽しさを感じながら体力の

向上を図ります。 

◆自然の中での特別活動や道徳教育などを通じて、自

己肯定感を高めるとともに、命や自然の大切さや他

者との協働の重要性の理解を促進します。 

◆ICT機器の活用やプログラミング的思考の育成な

ど、情報活用能力等を高めるとともに、情報モラル

教育を推進します。 

◆地域の歴史や文化などに関する教育を推進し、ふる

さと意識の醸成を図ります。 

・いきいき体力づくり推進

事業 

・体験活動の充実 

・特別教科化を踏まえた道

徳教育の充実 

・ICT機器を活用した学習活

動の推進 

・市長ふるさとを語る事業

の実施 

03 教職員の資質向

上を進めます 

◆教育教材や指導案などの集約・共有化や、研修、授

業研究等の実施により授業の工夫・改善を推進し、

若手教員等の指導力の向上を図ります。 

◆校務システムの活用や部活動の外部指導者の配置な

どにより、教職員の業務改善を支援します。 

◆組織的かつ計画的に教育活動の質の向上を図るカリ

キュラム・マネジメントの推進と、教育の基本的方

針等について家庭や地域と共有を進めます。 

・学力向上研修会等の実施 

・小学校英語教科化に向け

た研修 

・運動部活動の方針の策

定・推進 

・新学習指導要領の円滑実

施に向けた指導体制の充

実 

 

市民に期待される役割 

 

・学ぶことへの関心を持ち、友達への思いやりを持って学校生活を過ごします。 

・学校教育への関心を高めるとともに、学習ボランティアや課外活動等への協力などにより、教

職員の教育力向上に向けた手助けをします。 

 

関係する計画 

 

・教育振興基本計画  
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第１章 未来を拓く次世代が育まれるまち 

 

 

 

 

目指す姿 

 

・学校、家庭、地域の連携により家庭や地域の教育力が高まるとともに、小中学校では安全・安

心で学習に集中できる教育環境が整っています。 

 

現状と課題 

 

・本市では、安全で安心な教育環境を確保するため学校施設の耐震化を行っており、平成31

（2019）年度で小中学校校舎の耐震化率が100％を達成します。また、トイレの洋式化や普通

教室への空調設備の導入、完全給食の実施など、教育環境の充実が図られている状況ですが、

老朽化した学校施設・設備の更新など、ライフサイクルコストの低減に向けた取組を進めると

ともに、新学習指導要領を踏まえたICT環境の充実に取り組む必要があります。一方で、今後

さらに少子化の進行が予想される状況において、将来の児童生徒の良好な教育環境を確保する

ため、学校の適正規模及び配置について検討を進める必要があります。 

・豊かな人間性を培い、生きる力を備えた子どもたちを育むためには、学校だけでなく、家庭で

の教育力を高めるとともに、子どもたちが地域の人々と関わる中で地域への愛着が高まり健や

かに成長ができるよう、地域全体で子どもたちを育てる環境を整えていく必要があります。 

・本市では、偏食や朝食を食べない児童生徒が一定数存在しており、安定的な学校給食の提供や

食育の推進を通じて、必要な栄養を確保するとともに、食習慣の改善などを図っていく必要が

あります。 

・一人ひとりが豊かな生活を送り、公平公正で活力ある社会を実現するため、経済的な状況や障

害の有無、日本語指導の必要性など、多様な観点からのニーズに対応しながら教育機会を提供

していくことが求められます。 

 

 

まちづくり指標（政策指標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 政策６ 教育を支える環境を整える 

・小・中学校では、子どもたちが学習する

教育環境が整っていると思う市民の割合 
平成 36 年度 

●●％ 

平成 30 年度 

●●％ 
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施策の展開 

 

施策 展開方針 主な取組・事業 

01 学校施設を計画

的に整備します 

 

 

 

 

◆学校施設の適切な点検・維持管理を行うとともに、

老朽化した学校施設の改修を計画的かつ効率的に推

進し、長寿命化を図ります。 

◆学校規模等の適正化に向けた検討や小中一貫教育等

の研究を進めます。 

◆新学習指導要領等に対応するため、ICT環境の整備

を進めます。 

・学校施設の長寿命化計画

の策定 

・適正な学習環境規模の検

討 

・小中一貫教育の研究 

02 家庭や地域と連

携します 

◆学校・家庭・地域が連携・協力し、子どもたちの成

長を支えるPTCA活動を支援します。 

◆学校評価やアンケート調査の実施・公表やオープン

スクール等の実施など、地域に開かれた学校運営を

推進します。 

◆地域の人材が持つ知識や能力を活用し、地域住民が

子どもたちの教育に関わる取組を推進します。 

・PTCA活動の支援 

・学校園評価の実施・公表 

・ゲストティーチャーの招

聘 

・オープンスクールの実施 

・トライやるウィークの実

施 

03 安全・安心でお

いしい学校給食を

提供します 

◆児童生徒の健やかな体の育成のため、成長段階に必

要な栄養を確保するとともに、アレルギーにも配慮

した安心な給食を提供します。 

◆栄養教諭等による食に関する知識の普及と正しい食

生活の実践に向けた食育を推進します。 

◆学校給食センターの管理運営を行うとともに、民間

委託等の調理手法の検討を進めます。 

・児童生徒に対する食育の

推進 

・地場産食材利用の推進 

04 適切な教育機会

を確保します 

◆教育費用一部助成や奨学金貸与を行い、支援が必要

な家庭の経済的な負担の軽減を図ります。 

◆特別教育コーディネーターや介助員などを配置し、

障害のある児童生徒のニーズに応じた支援・指導を

行います。 

◆日本語指導の必要な児童生徒に対し、子ども多文化

共生サポーターを派遣します。 

・就学援助費・特別支援教

育奨励費の支給 

・奨学金貸与の実施 

・心身障害児教育推進事業

の実施 

・多文化共生サポーターの

派遣 

市民に期待される役割 

 

・各家庭において、子どもが基本的な生活習慣や学習習慣などを身につけるようにします。 

・学校行事への参加や体験学習への協力などを通じて教育活動を支援します。 

関係する計画 

 

・教育振興基本計画
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